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長期的未来を見据えた施策の検討 

１ 長期的未来を見据えた施策の検討の必要性 

京都市地球温暖化対策条例では，温室効果ガス排出量を 2020 年度までに 1990 年度

比で 25％削減，2030 年度までに同 40％削減，長期的には 80％削減を目指すことが

掲げられている。 

さらに，2015 年 12 月に採択されたパリ協定においては，「世界の気温上昇を産業

革命前に比べ 2℃未満に抑える」という世界共通の長期目標を掲げられ，世界は，今

世紀後半には実質的に排出量ゼロを目指して化石燃料から脱却した社会への転換を

図ることとなった。 

こうしたことから，計画期間は 2020 年度までであるものの，長期的未来を見据えて，

持続可能な社会システムへの転換に向けて現時点から検討し，取り組むべき施策を改定

計画に掲げ，推進する必要がある。 

２ 長期的未来を見据えた施策（イメージ）  

 必要な施策の探究に当たっては，世界から知恵を結集し，国や府はもとより，各都

市とも連携し，市民・事業者の皆様と一体となってオール京都体制で実現に向け，検

討を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 

まちづくりを転換するための，関係する全ての主体が協議する場や，市民や事業者の

皆様の暮らし方の転換が自律的に進むための支援体制や仕組みの構築等が必要  

対策の検討例 

○ 民間事業者と連携した住宅の省エネ改修を促進する仕組みづくり 

○ 京都市の特性に応じた業態別のエネルギー消費基準（ベンチマーク）の作成  

支援体制や仕組みの構築 

 

ガソリン車を電気自動車や燃料電池

自動車などの次世代自動車に転換

し，モノや住まいをシェア（共有）

するなど，一人ひとりが暮らし方や

働き方を転換することが必要 

対策の検討例  

○ 人口減少抑制や高齢者福祉等の複

次的効果を生む“近接共住”の促進策 

○ 次世代自動車 100％普及や，次世代

自動車以外の車両のまちなかへの進入

抑制策 

〇 細街路等への貨物車を抑制する共同

配送の促進 

暮らし方，働き方の転換 

 

 都市基盤やエネルギー需給の在り方など，

市民，事業者など全ての主体がまちの 

あるべき姿を共有し，まちづくりを根本 

から転換することが必要 

対策の検討例  

○ 自然の機能を活かしたまちづくりへの転換を目
指す「グリーンインフラストラクチャー」の構築 

○ 太陽光発電する道路“ソーラーロード”等の新
たな再生可能エネルギー利用方策の実現 

○ 地域レベルでの熱エネルギーの面的利用 
○ ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディング（ZEB）の
普及策 

○ 交通不便地等における交通事業者の輸送力
を活用した貨客混載等のサービスの促進 

まちづくりの転換 

 
暮らし方やまちづくりの転換に欠かせない，省エネや創エネの技術の革新とその

普及が必要 

技術開発の促進 


